
（参考）

産地生産基盤パワーアップ事業
都道府県事業評価参考様式

都道府県名 宮崎県

Ⅰ　産地パワーアップ計画（収益性向上タイプ）

（２）販売額又は所得額の10％以上の増加

成果目標

単
位

出荷量 単
位

単
位

単位 単
位

出荷量 単
位

単
位

単位 単
位

出荷量 単
位

単
位

単位 単
位

単
位

西臼杵
地域農
業再生
協議会

99 五ヶ瀬町 ぶどう

果樹産地の競争力の強化

①販売力の強化に向けた
取組
②生産力の向上に向けた
取組
③人財の育成に向けた取
組

販売
額の
10％
以上
の増
加

H30 366

千
円
／
10
a

11.00 ha 103,439 ㎏ 389
円
/k
g

R6 403

千
円
／
10
a

11.43 ha 119,000 ㎏ 389
円
/k
g

R6 336

千
円
／
10
a

7.3 ha 63548 kg 386.0
円
/k
g

※契約取引のため価
格補正なし

検証方法：Ｒ６年のぶどう生産組合販売額にて検証
【現状値】①：366千円／10a
Ｈ３０年組合販売額：40,236,405円
Ｈ３０年組合面積：11ha
※販売額及び面積は組合実績より

【目標値】②：403千円／10a
Ｒ６年組合販売額：46,096,500円
Ｒ６年組合面積：11.43ha
※販売額及び面積は組合実績より。
②／①→10.1%の増加

-81.0%

夏期の高温や異常気象などの影響で、収
量減や品質低下が見られるなどから、販
売額の向上が見られておらず、目標達成
に至っていない。
今後は、気候変動に対応した安定生産に
向け、栽培技術指導の徹底及び高温対策
に効果的な技術導入などを行い収量増加
に繋げる。

生産者毎の生育のばらつきが大きく、ま
た、夏期の高温や異常気象等の影響もあ
り、品質低下などによる収量減が見られ
ている。
今後は、安定生産に向け、高温対策の実
施や栽培管理を徹底し収量増加に繋げ、
目標達成を目指す。

新富町
農業再
生協議

会

105 新富町

施設野
菜

（キュ
ウリ、
ピーマ
ン、ト
マト
類、
ズッ
キー
ニ）

施設野菜産地の形成の推
進
①　産地における担い手
を中心経営体とした経営
の規模拡大を図る取組
②　産地における担い手
への集約化による周年・
計画生産の取組
③　農業大学校の実習生
受入れや新規就農者等の
若手担い手協議会の設立

販売
額の
10％
以上
の増
加

R1 4,339

千
円
/1
0a

45.72 ha 10,083
kg
/1
0a

385
円
/k
g

(R5
)R6

4,784

千
円
/1
0a

(46.27
)

45.40
ha (11,101)

11,117

kg
/1
0a

(380)
397

円
/k
g

R6 4,059

千
円
/1
0a

38 ha 3637 t 438.0
円
/k
g

- 368.3
円
/kg

419.8

円
/
k
g

0.877
3,559
千円/10a

検証方法
目標年の児湯農協各部会の出荷実績を基に販売額を算出
する。また市場出荷の場合は出荷実績を基に販売額を算
出する。児湯農協と市場の販売額を合計して面積から10a
あたりの単価を算出し検証する。

-175.3%

長雨、曇天等の気象影響で病害虫の発生
や流れ果の影響で令和6年度も収量及び
売上も達成することができなかった。今
後も引き続き安定した生産性の向上に努
めJA等の関係機関と連携して指導する。

キュウリ、トマト類についてはウイルス
病対策、ピーマンは12月以降の着果不良
の影響を軽減する必要がある事から、媒
介虫防除徹底のための防除暦の見直しと
12月以降の葉面散布の頻度を上げた肥培
管理の実施について指導を行う。

小林市
農業再
生協議

会

111
小林・須
木地区

輪ギク

自動防除装置、
 加温機、自動開
 閉装置のリース
 導入
自動防除装置、加温機、
自動カーテン用原動機、
循環扇のリース導入
 灌水資材、電照
 資材の購入
灌水資材、電照資材、自
動カーテン用資材等の購
入

総販
売額
の
19.6%
以上
の増
加

R1 47,264,271 円 1.4 ha 835,350 本 56.14 円 R6 56,530,855 円 1.63 ha 1,041,610 本 53.9 円 R6 67,097,954 円 1.63 ha 956,505 本 74.8 円 56.3 円 68.3 円 0.824 58,954,377円

JAこばやし花卉部会小林支部実績等により検証
現状値（R元）
・作付面積 1.4ha
・生産量 835,350本
・総販売額 47,264,271円
 目標値（R6)
 ・作付面積 1.63ha
 ・生産量 1,041,610本
 ・総販売額 56,530,855円
　実績値（R6)
・作付面積 1.63ha
 ・生産量 956,505本
 ・総販売額 58,954,377円

126.2%

自動防除装置、加温機、自動開閉装置等
を導入することで経営の効率化が進むと
ともに栽培管理の適正化が図られ目標を
達成した。

　自動防除装置、自動開閉装置等を導入
することで作業の省力化が図られ、余剰
労働力を、栽培管理に費やすことが可能
となったことから、産地面積の規模が拡
大したことに加え、適正な栽培管理が可
能となり品質が向上したことで総販売額
の増加につながった。
　引き続き、関係機関と連携し、スマー
ト技術等推進による生産性の向上と持続
可能な経営に向けた指導を行い、産地の
維持・拡大を進める。

宮崎中
央地域
農業再
生協議

会

117
宮崎市

田野地区
清武地区

畑作
物・地
域特産

物
（かん
しょ）

①生産力の向上
②販売力の強化
③人財の育成

販売
額の
6％を
超え
る増
加
（事
業効
果の
早期
発

R2 14,246
千
円

6.1 ha 115 t 124
円
/
kg

R6 15,535
千
円

9 ha 126 t 124
円
/
kg

R6 23,297
千
円

13.1 ha 226 t 103
円
/k
g

－

※市場を通さず、Ｓ
ＡＺＡＮＫＡ　ＦＡ
ＲＭと直接取引をし
ているため、価格補
正は行わない。

Ｒ６年度のＳＡＺＡＮＫＡ ＦＡＲＭへの契約栽培・出荷
に基づく販売実績により検証する。
・現状値
　販売額：14,246千円
・目標値
　販売額：15,535千円
　
　目標値/現状値=1.09　⇒9％の販売額の増加

702.2%
機械化による作業効率化により、栽培面
積及び出荷量が順調に増加。それに伴い
販売額も増加した。

機械化による作業効率化が図れ、栽培面
積及び出荷量が順調に増加。それに伴い
販売額も増加した。
今後も関係機関と連携しながら更なる産
地の収益性の向上について支援を行う。

都城市
農業再
生協議

会

118
都城市

野々美谷
地区

ごぼう

ごぼうに係る農業機械の
導入により作業の効率化
を図り、収量増と品質向
上に努めるとともに生産
面積の拡大に取り組み、
販売額10％以上の増加を
図る。

販売
額の
10％
以上
の増
加

R3 263

千
円
/1
0a

20.4 ha 352 t 152.2
円
/
kg

－ R6 293

千
円
/1
0a

20.5 ha 390 t 154
円
/
kg

R6 237.3

千
円
/1
0a

13.6 ha 231 ｔ 140
円
／
kg

※個別販売（契約販
売）のため価格補正
なし

R3年販売実績とR6年販売実績にて検証を行う。

【現状値】
①：263千円／10a
販売額 53,632千円
面積 20.4ha
【目標値】
②：293千円／10a
販売額 60,000千円
面積 20.5ha
②／①→10%の増加

-85.7%

令和６年度は虫の食害とヤケごぼうで圃
場廃棄が多かった。連作障害を避ける為
に圃場交換を行い、令和７年度は成果目
標達成に向け引き続き支援する。

生産技術の向上と販売力強化について、
市、ＪＡを含めた関係機関と支援を継続
して実施する。

西都市
農業再
生協議

会

119 中央

施設野
菜

（ピー
マン）

施設ピーマン産地の収益
力の高い生産構造へ移行
①高度な複合的環境制御
技術等の確立により安定
生産の取組
②販売と連携した高単価
時期(厳寒期)の安定出荷
体制の確立に向けた取組
③生産者相互の技術や生
産状況の情報交換の実施
による栽培技術及び経営
力の向上を図る取組

販売
額6％
を超
える
増加

３
か
年
平
均
（H
28~
H30
）

3,900

円
／
10
a

2.78
3か年平
均
(H28~H30
)

ha
334
3か年平均
(H28~H30)

t
324
3か年平均
(H28~H30)

円
/
kg

－ R6 4,137

円
／
10
a

3.3 ha 421 t 324
円
/
kg

R6 6,386

円
／
10
a

3.1 ha 328 t 604.0
円
/k
g

- 526.4
円
/kg

647.0

円
/
k
g

0.814 5,198千円/10a

検証方法：ＪＡ西都ピーマン部会中央地区の販売額にて
検証
【現状値】
3,900千円／10a
３ヶ年平均の販売額：108,431千円
３ヶ年平均の面積：2.78ha

【目標値】
4,137千円／10a
R6年度の販売額：136,537千円
R6年度の面積：3.3ha

547.7%

JA西都ピーマン中央部会面積あたりの収
量は個々の取組及びスマート化により増
加している。今後も産地維持・拡大に努
める。

事業で導入した設備が適切に活用された
事で目標達成となった。

都城市
農業再
生協議

会

120
都城市
関之尾
地区

ごぼう

ごぼうに係る農業機械の
導入により作業の効率化
を図り、収量増と品質向
上に努めるとともに生産
面積の拡大に取り組み、
販売額10％以上の増加を
図る。

単位
面積
当た
りの
販売
額の
10％
以上
の増
加

R3 452

千
円
/1
0a

10.2 ha 242.5 t 189.9
円
/
kg

－ R6 497

千
円
/1
0a

10.5 ha 278.9 t 187.16
円
/
kg

R6 319

千
円
/1
0a

10.2 ha 196.9 ｔ 165.1
円
／
kg

※個別販売（契約販
売）のため価格補正
なし

R3年販売実績とR6年販売実績にて検証を行う。

【現状値】
①：452千円／10a
販売額 46,085千円
面積 10.2ha
【目標値】
②：497千円／10a
販売額 52,200千円
面積 10.5ha
②／①→10%の増加

-293.8%

今回はかなりの減収、減益になった。
圃場準備時の土壌くん蒸剤での消毒圃場
を半減させたことによる、コガネムシ類
の幼虫と考えられるごぼう食害にて、秀
品割合の減少と被害ごぼうの廃棄も増加
した。令和７年度は全て圃場をくん蒸し
て対策強化を徹底し、目標達成に向け引
き続き支援していく。

生産技術の向上と販売力強化について、
市、ＪＡを含めた関係機関と支援を継続
して実施する。

尾鈴地
域農業
再生協
議会

121 都農町 茶

茶産地の収益力の高い産
地構造へ移行
①新たに機械を導入する
ことによる省労力化・規
模拡大への取組
②新たに機械を導入する
ことによる収量・品質向
上への取組
③生産者相互の技術や生
産状況の情報交換の実施
による栽培技術及び経営
力の向上を図る取組

総販
売額
6%を
超え
る増
加

R3 40,543
千
円

11.7 ha 54,575 kg 742.9
円
/k
g

R6 42,999
千
円

12.2 ha 57,680 kg 745.5
円
/k
g

R6 32,905
千
円

12.2 ha 41819 kg 786.8
円
/k
g

- 849.7
円
/kg

790.1

円
/
k
g

1.075
35,373
千円/10a

検証方法：販売額は青色決算書で確認し、面積及び生産
量は生産者聞き取りによる。
【現状値】
Ｒ３販売額：40543千円
Ｒ３年の面積の面積1160ａ

【目標値】
Ｒ６販売額：42999千円
Ｒ６年の面積 1220ａ
6.0％増加

※JA宮崎経済連取扱実績により価格補正

-210.5%

有機転換による樹勢の低下、資材・燃油
の高騰、そして茶価の低迷により、収支
が合わず3番茶が収穫できていない。こ
のため、当初の計画よりも収量は低下し
ている。
しかしながら、本事業で取得した設備を
活用し、生産性の向上、収量の確保、そ
して有機JASへの取り組みによる高付加
価値化を通じて販売額を向上できれば、
今後、目標達成は十分に可能である。

近年の茶価の低迷や資材・燃料の高騰に
より、単価の低い３番茶を収穫すると赤
字になるため収穫できず、当時より収量
が減少している。導入した機械を活用す
ることで、作業の効率化による規模拡大
が見込まれ、今回取組主体となる双方に
おいて有機JAS取得を予定しており（河
野氏は取得済み）、茶価の上昇による販
売額の増加が見込まれるため、目標は達
成される見込みである。

事業実施
1年限り

都城市
農業再
生協議

会

123
都城市
今町・

梅北地区
ごぼう

ごぼうに係る農業機械の
導入及び農産物処理加工
施設の機能向上により作
業の効率化を図り、収量
増と品質向上に努めると
ともに生産面積の拡大に
取り組み、単位面積当た
りの販売額10.1％以上の
増加を図る。

単位
面積
当た
りの
販売
額の
10％
以上
の増
加

R3 309,795
円
/1
0a

18.5 ha 383 t 150.0
円
/k
g

R6 346,971
円
/1
0a

25.0 ha 578 t 150.0
円
/k
g

R6 349,773
円
/1
0a

25.1 ha 586.2 t 150.0
円
/k
g

※個別販売（契約販
売）のため価格補正
なし

R3年販売実績とR6年販売実績にて検証を行う。
【現状値】
①309,795円/10a
R3年度販売額57,436千円
R3年度面積 18.5ha
【目標値】
②346,971円/10a
R6年度販売額85,193千円
R6年度面積25.0ha
②/①→12%の増加
【実績値】
③349,773円/10a
R6年度販売額87,933千円
R6年度面積25.1ha
③/①→12.9％の増加

107.5%

令和６年度は出荷量が増えたが、令和７
年度以降は、価格の値上げ等で販売が落
ち込む見込みであるが、引き続き支援し
ていく。

令和６年度は出荷量が増え目標を達成し
た。今後も、生産技術の向上と販売力強
化について、市、ＪＡを含めた関係機関
と支援を継続して実施する。

都道府県平均達成率 44.4%
総合
所見

評価対象産地計画９件のうち、目標を達成した計画は4地区となっている。
未達成の主な要因は、病害や連作障害による減収や品質の低下による出荷数量が確保ができなかったこと等となっている。
病害など外部要因の影響が一部あるものの、今後の目標達成に向け、安定した収量と品質を確保するため、病害発生状況を的確に把握し、技術指導を関係機関と連携して行い、適正な栽
培管理を徹底し、改善に取り組んでいく。
これらの支援を継続的に実施し、未達成となった５地区について成果目標の達成を目指す。

導
入・
定着
の取
組の
実施
内容

事業実
施前年

度

目標年度

 価格(販売単価) 生産
コスト

年
度

価格
(販売単価)

都道府県の評価 備考

現状 目標 実績

年
度

面積 生産
コスト

年度生産量
又は

価格
(販売単価)

地域(県又は国を含む)
の価格(販売単価)

補正係数 価格補正後の実績 事後評価の検証方法(※定量的な検証ができること。)面積 生産量又は 面積 生産量又は 達成率（％） 地域協議会等の評価地域協
議会名

整理
番号

地区名 対象作物 取組内容

スマート農業
推進枠

生産
コスト

年
度


